
八戸商工会議所 経営発達支援計画 令和４年度事業評価書 

令和 4 年度の当所の経営発展支援計画に関連する各事業の評価のため、事業評価委員会を開催い

たしました。この評価を基に、次年度以降の事業内容の見直し等を検討してまいります。 

１．日 時  令和５年８月９日（水）14：00～14：50 

２．場 所  八戸商工会議所２階応接室 

３．出席者 ［委員長］八戸商工会議所／専務理事 向井 俊晴 

［委 員］八戸市商工労働観光部／商工課長 淡路 徹氏（八戸市） 

Ｆコンサルティングオフィス／代表 藤澤 哲平氏（中小企業診断士） 

税理士法人恒輝八戸経営会計事務所／代表社員 西川弥生氏（税理士） 

株式会社日本政策金融公庫八戸支店／支店長 高木 功氏（金融機関） 

八戸商工会議所／中小企業相談所長 北山 和久（法定経営指導員） 

［事務局］八戸商工会議所／経営支援１課課長補佐 山﨑 美保 

４．事業評価 

事務局より事業報告後、外部委員４名が評価。下表は、各評価を行った人数を示す。 

事業項目 
評価 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

３-１ 地域の経済動向調査に関すること ４ 

３-２ 需要動向調査に関すること １ ２ 1 

４  経営状況の分析に関すること １ ３ 

５  事業計画策定支援に関すること ４ 

６  事業計画策定後の実施支援に関すること １ ２ １ 

７  新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること ３ １ 

８  事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること １ ２ １ 

９  経営指導員等の資質向上等に関すること １ ２ １ 

各委員の意見、コメント等 

・需要動向調査に関しては、小規模事業者のニーズを再評価し、それに基づいて実施する方が

適切であると考える。 

・目標は概ね達成されており、その点は評価したい。今後も小規模事業者の事業を後押しする

取り組みを期待している。 

・現在の変動が激しい時代において、5年という期間での本計画が小規模事業者の支援に適し

ているのか、再考の余地があるかもしれない。 

・経済動向調査の内容は非常に参考になっている。 

評価基準は、以下のとおり。 

Ａ ⇒ 十分達成している 

Ｂ ⇒ 概ね達成している 

Ｃ ⇒ どちらかというと達成していない 

Ｄ ⇒ 未達成
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３-１.地域の経済動向 

  3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

① 地域内事業者の景況感を把握する 

アンケート調査及び分析結果の公表回数 

目 標 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回

実 績 4 回 4 回

達成率 200％ 200％

・経済動向調査は、「全会員対象」「4半期ごと」に実施。 

・新型コロナの影響のほか、原油高高騰など時宜に合わせた調査項目とし、行政への情報提供や 

当所事業で参考にしている。 

・調査結果は、当所 WEB サイトと当所会報「八戸商工ニュース」に概要版を掲載、公表した。 

3 年度 4年度 5年度 6年度 7年度

②地元金融機関による経済概況調査の 

分析結果の公表回数 

目 標 6 回 6 回 6 回 6 回 6 回

実 績 10 回 11 回

達成率 167％ 183％

・青い森信用金庫経済概況調査「しんきんリポート」を当所会報誌「八戸商工ニュース」にて掲載。

３-２.需要動向調査に関すること 

① 店頭での商品調査  3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

調査対象事業者数 目 標 2 社 2 社 3 社 4 社 5 社

実 績 12 社  3 社

達成率 600％ 150％

  ・Ｗｅｂアンケートサービス 

令和４年 10 月 会報誌にて募集 

11～１月 事業者にアンケート項目等のヒアリング 

調査フォームを作成 

１月 ＱＲコード入り名刺サイズのカード作成 

１～２月 Ｗｅｂでの回答期間 

２月 回答集計、分析、個社別報告書作成 

事業者への結果フィードバック 

支援事業者 ３者 
飲食店 
青果店兼居酒屋 
スタンディングバー 

事業者の景況を把握し、地域内の経営環境の変化を会員事業所に広く周知するとともに、 

支援事業の検討に活用

売れる商品作りや消費者目線の商品開発、ブラッシュアップに資する調査事業
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②女性目線によるテストマーケティング 

3 年度 4年度 5年度 6年度 7年度

調査対象事業者数 目 標 2 社 2 社 2 社 2 社 2 社

実 績 4 社 3 社

達成率 200％ 150％

・首都圏等販路拡大の事業者向け 

新商品開発や商品改良に取り組んでいる事業者の商品を、首都圏在住の主婦マーケターへの

試食を手配し、その商品に対するオンラインディスカッションを通じて評価や改善提案のヒア

リングを行う。 

※事業や商品に関するインスタグラムを開設し、SNS を活用した PR 方法も提案。 

令和４年５月 会報誌にて、事業者を募集 

 事業者ヒアリング、商品をマーケティング会社へ送付 

９月６日 オンラインディスカッション 

 報告書を事業者へ説明 

・商品開発中の事業者向け 

自社で開発中または改良を希望する商品に対し、女性会の会員による試食会を実施し、アンケー

ト結果をまとめ、事業者へのフィードバックする事業。 

令和４年 10～11 月 会報誌にて募集（参加２社） 

12～１月 事業者ヒアリング、アンケート項目の検討、調査票完成 

令和５年２月３日 試食会 

２月 アンケート集計、分析、個社別報告書作成 
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・セミナー「商品リニューアルのススメ」 

  令和４年７月 11 日（月）18 名受講 

４．経営状況の分析に関すること 

経営分析件数 3年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

 目 標 90 件 100 件 110 件 120 件 130 件

 実 績 64 件 113 件

 達成率 71％ 113％

５．事業計画策定支援に関すること 

3年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

目 標 90 件 90 件 90 件 90 件 90 件

実 績 68 件 98 件

達成率 76％ 108％

・事業者とのヒアリングを基に経営指導員が計画策定を支援 

補助金申請 （持続化 32、ものづくり 2、事業再構築 3） 37 件 

資金調達支援 （令和４年度マル経融資 15、その他フォロー事業所) 51 件 

その他 （調査事業、記帳指導支援先など） 10 件 

資金調達や補助金申請支援に際して、経営支援基幹システムを活用した財務分析や総合的な経営

分析を行う。 

① 事業計画策定

経営分析や地域の経済動向調査、需要動向調査の結果を活用し、経営環境の変化に合わせ

たビジネスモデルの転換や販路拡大に意欲的な事業者の事業計画の策定を支援。
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・各種補助金申請セミナー・相談会等を契機とした支援対象者の掘り起こし 

８／17 成功事例で学ぶ事業再構築補助金セミナー・個別商談会 15 名 

11／17 経営計画書作成支援セミナー・個別商談会 17 名 

１／24 中小企業ＤＸ推進セミナー 30 名 

３／２ あなたのお店や会社をテレビでＰＲする方法 30 名 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

目 標 30 件 30 件 30 件 30 件 30 件

実 績 33 件 39 件

達成率 110％ 130％

９/11～10/９ 女性創業スクール（全４回）＊8/28 プレセミナー 11 名 

２/４～３/11 創業スクール（全４回） 12 名 

６．事業計画策定後の実施支援に関すること 

①事業計画のフォローアップ 3 年度 4年度 5年度 6年度 7年度

 フォローアップ対象事業者数 目 標 90 社 90 社 90 社 90 社 90 社

実 績 145 社 129 社

達成率 161％ 143％

 延回数 目 標 360 回 360 回 360 回 360 回 360 回

実 績 469 回 361 回

達成率 130％ 100％

 売上増加事業者数 目 標 23 社 23 社 23 社 23 社 23 社

実 績 19 社 27 社

達成率 83％ 117％

 経常利益増加事業者数 目 標 23 社 23 社 23 社 23 社 23 社

実 績 16 社 22 社

達成率 70％ 95％

※売上増加、経常利益額増加は、前期（2021 年度または前回支援期）と今期（2022 年度）の 

損益計算書で比較。決算期により、今期の財務情報を入手できていない事業所が半数程度ある。 

②創業計画策定 

はちのへ創業・事業承継サポートセンター（８サポ）が中心となり、創業計画策定を支援

事業計画・創業計画を策定したすべての事業者を対象に、原則として四半期ごとのフォロー

アップを実施し、売上、利益増を目指す。 
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②創業計画のフォローアップ  3 年度 4年度 5年度 6年度 7年度

 フォローアップ対象事業者数 目 標 30 社 30 社 30 社 30 社 30 社

実 績 70 社 76 社

達成率 233％ 253％

 頻度（延回数） 目 標 120 回 120 回 120 回 120 回 120 回

実 績 166 回 165 回

達成率 138％ 138％

 1 年後の経常利益黒字事業者数 目 標 3 社 3 社 3 社 3 社 3 社

実 績 4 社 1 社

達成率 133％ 33％

※フォローアップには、2020 年度以前の支援に対して今年度行ったフォローアップも含む。 

※「1年後の経常利益黒字事業者数」の調査は当該年度の前年度の創業者を対象に実施。 

７．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①展示会・個別相談会等 支援事業者数

 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

目 標 3 社 3 社 3 社 3 社 3 社

実 績 12 社 22 社

達成率 400％ 733％

新規顧客との成約件数/社 

3 年度 4年度 5年度 6年度 7年度

目 標 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件

実 績 2 件 2 件

達成率 200％ 200％

・県外バイヤーとの個別商談会 

日時：令和５年２月 21日（火）13:30～16：40、22 日（水）9：30～11:25 

場所：ＹＳアリーナ 10 社参加（５社商談継続中） 

会場は、駐車場スペースが広く、 
商談企業もアクセスのいい YS アリーナで実施。 

事業者が単独で実現するのが困難な販路の拡大を促進するため、効果の高い商談会などの参加によ

り、売上の増加や新規顧客の獲得など、具体的な成果に向けた支援を行う。 
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・各種商談会への出展 

  12 社（商談 1,251 件、継続中 324 件、成立 57件） 

６／21～24 加工食品 EXPO ３社 

７／19～21 東海スーパーマーケットビジネスフェア ２社 

７／25～８／30 東北復興水産加工品展示商談会 2022（オンライン） ８社 

９／６～８ フードストアソリューションズフェア １社 

９／13～14 東北復興水産加工品展示商談会 2022 ８社 

９／20～22 名古屋フードビジネスショー １社 

１／24～26 FOOD STYLE kansai １社 

２／７～10 メディケアフーズ展 １社 

２／14～17 スーパーマーケットトレードショー ３社 

２／20～22 シーフードショー大阪 １社 

② ＥＣ販売支援 

実施事業者数 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

 目 標 2 社 2 社 2 社 3 社 3 社

 実 績 3 社 1 社

 達成率 150％ 50％

・バイヤー向け企業情報 WEB サイト「はちのへ特産品カタログ」   37 社 

    →令和５年５月閉鎖、下記サイトへ移行を推奨。 

持続化補助金を活用し、 
Web サイトのリニューアル 

飲食店の人気メニューの通販ページを追加 
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※以降は掲載事業だが、計画認定における必須項目ではないため、目標値の設定なし 

８．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 ・事業評価委員会を年１回開催。 

・委員会終了後、評価結果を当所 WEB 上にて公表。 

９．経営指導員等の資質向上等に関すること 

①中小企業大学校・経営支援能力向上講習会（内部研修）による研修 

・税務・財務診断[旧・基礎Ⅰ] （6／6～7／1） 1 名 

・内部研修（当所経営指導員、補助員、記帳専任職員） 

ＤＸが地域経済活性化の決め手になる（11/25） 

13 名 

・第一回経営指導員等研修（青森市 6／30～7／1） 8 名 

・第二回経営指導員等研修（五所川原市 11／29～30） 7 名 

・補助員研修（黒石市 12／6～7） 3 名 

・青森県ⅠＭネットワーク協議会／研修会（7／7 WEB） 2 名 

※経営診断基礎（商業・サービス業コース）[旧・基礎Ⅱ] は、コロナ拡大状況を考慮し不参加 

② 組織内での研修内容の共有 

  経営指導員研修等の各種資料や報告書は、Ｒ４年９月よりグループウェアで共有し、全

職員が必要な時に参考できるよう整備を行った。 

③ 当所が実施する事業者向けセミナーへの参加の推進 

④ 支援状況のデータベース化 

 当所では、Ｈ28 年度より経営支援基幹システム「BIZ ミル」を使って支援内容のデータ

ベース化を進めている。Ｒ４年度も 4～6に関する支援内容等の蓄積・共有を行った。 

「経営発達支援計画 事業評価委員会」による検討、考察を受け、成果向上のための事業見直し等に

活用する。 
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